
スーパーシティ構想のスケジュール（内閣府）

令和２年（2020年）

9月1日 改正国家戦略特区法 施行

10月30日 国家戦略特区基本方針 改正（閣議決定）

12月25日 スーパーシティ公募開始

令和３年（2021年）

3月26日 スーパーシティ公募締め切り

4月以降 専門調査会（区域指定の原案の検討）

国家戦略特区諮問会議（区域指定の案の意見答申）

政令閣議決定（区域指定）

つくば市の提案に向けたスケジュール

令和２年（2020年）

12月7日～12月28日 スーパーシティ連携事業者の公募（51の事業者を選定）

令和3年（2021年）

1月18日 つくば市議会全員協議会にてつくば市スーパーシティ基本方針（案）を説明

1月22日～2月21日 つくば市スーパーシティ基本方針（案）についてのパブリックコメント

2月9日～24日 オープンハウス開催

3月中 つくば市スーパーシティ基本方針の策定

スーパーシティ提案書作成、提出

※内閣府作成資料



科学と技術 安心と活力 信頼と共助

人々の多様な幸せ（ウェルビーイング）に貢献するスーパーサイエンスシティ

人生の段階を支える行

政サービスを人々へ

安全で持続可能な
都市空間を人々へ

移動の自由と

健康な自立を人々へ

スーパーシティで目指すつくば市の未来

「誰一人取り残さない」包摂の精神のもとで、世界トップレベルの科学技術を結集し、デジタル、ロボティクス
等の最先端技術の社会実装と都市機能の最適化を進めていく。
これにより、市民と市民、市民と行政のつながりを深化しつつ、出口の見えない社会課題の克服や革新的な暮ら
しやすさを実現する市民中心のスーパーシティを目指す。

つくばスーパーサイエンスシティ構想
“Empowered Citizens and Inclusive Communities”

高齢者が特に多い地域
（筑波地区）

学生や外国人居住者の多い
筑波大学周辺地域及び筑波
大学キャンパス

子育て世帯が多く、再開発
も予定されている
つくば駅周辺

高齢者が特に多く、高齢者
世帯の割合も高い地域

（茎崎地区）

＜先端的サービスの実装＞

＜研究成果の社会実装＞
つくばの研究機関から生み出される研究
シーズを、実証実験を経て社会実装。

② 実証実験

① 基礎・応用研究

③ 社会実装

企業、市

企業、市

大学・国研、企業
（市内約150機関）

先端的サービスに導出

＜デジタルインフラ整備＞
マイナンバー・マイナンバーカード利用拡大
高齢者向けスマホ／タブレット配布、スマホアドバイザー配置

アーキテクト
（全体統括者）

筑波大学 鈴木健嗣 教授

データ連携基盤

医療情報や生活習慣情報活用による健康寿命延伸・救急
医療高度化、遠隔医療、学校の体調管理デジタル化

＜住民等の意向の把握＞
住民投票、市長キャラバン、オープンハウス、市民アンケート、市有識者会議、パブリックコメント

＜大胆な規制・制度改革＞
公職選挙法、住民基本台帳法、道交法、薬機法等

インターネット投票、多言語ポータルサイトアプリ、庁
内データ共有・利活用、市民意見収集によるEBPM

交通ネットワークの最適化、自動運転車のオンデマンド
配車、パーソナルモビリティ、送迎バスシェアリング

自動配送ロボットやドローン等による配送最適化

無人機器やAI等による建物・道路・橋梁の点検・診断、
防災・災害情報プラットフォーム、地域防犯システム

＜民間事業者等のコミット＞
つくばスマートシティ協議会
（産学公40機関加盟）と連携

＜住民等の個人情報の適切な取扱い＞ つくば市個人情報保護条例等、つくば市プライバシーポリシー等、

市役所職員必須のデータ利活用研修、つくばスマートシティ倫理原則

移動

行政

物流

医療
介護

防犯
防災

インフラ



『選挙はどこからでもインターネット投票で』

つくば市が抱える問題

➢ 投票所までの移動手段がない。公共交通で市内全域を網

羅できておらず、自家用車がないと移動が困難である。

➢ 仕事や学校があり投票に行く時間がないなど、時間的、

場所的な制約を受けており、投票率向上を妨げる一因と

なっている。

目指す未来と取組内容

➢ 厳正な個人認証と高度なセキュリティを実装したインター

ネット投票システムを構築

➢ インターネット投票システムを利用した住民投票や公職選

挙を実施

【従来の投票】

【インターネット投票】

✓時間の制約（投票所の開設時間）

✓距離の制約（決められた投票所）

✓移動の制約（投票所内外のバリアフリー）

制約と負担を軽減し、いつでもどこからでも投票可能に

✓財政負担（場所と人の確保）

✓人的負担（立会・残業・深夜労働）

規制の特例措置

◼ 公職選挙法では、投票所において投票

立会人の立会のもと、投票用紙に自書

し投票箱にいれなければならない。

◼ インターネット投票に即した運用を可

能にする必要がある。

インターネット投票

『行政情報と手続きをいつでもどこでも誰でも使いやすく』

つくば市が抱える問題

➢ ホームページなどに分散する情報にたどりつきにくい。
関連部署が多く、それぞれバラバラに掲載されているこ
とが多い。

➢ 自分が受けられるサービスを必要なタイミングに知るこ
とが難しい。届出や手続をしたとき、一緒に行える手続
が分かりにくい。

➢ 外国人の言語の壁による情報格差が発生。日本人と同じ
情報が得にくい。

目指す未来と取組内容

➢ 分散する行政情報を集約し、多言語で表示するポータルサ

イトアプリを構築

➢ 市民の希望（オプトイン型）により、属性情報に基づき個

別化された情報発信

➢ マイナンバーカードを活用し、行政への様々な申請・手続

をスマートフォン等で行えるようなアプリの実装

規制の特例措置

◼ 行政手続のオンライン化には、押印、

添付書類の撤廃、対面規制の緩和など

が必要になる。

多言語ポータルアプリ



個人に合った食材が自
動で配送され、顔認証
で本人確認の上、受け
取るイメージ▼

▲ウェアラブル・デバ
イスで日々の運動情
報やバイタルデータ
を送信するイメージ

事業者

医療機関
その他

（技術提供者）

1.個人に合った食事の推奨
健診記録や購買履歴等から過不足
のある栄養素に基づき食材や料理
の提案・配送

2.生活習慣病・フレイル予防
睡眠・運動等の情報をセンサーで
記録し、生活の改善をサポート

3.安心の見守り強化
バイタルセンシングの活用による
見守りや重大な疾患の早期発見と
受診啓発

健康増進・重症化予防

つくば市
（国保・後期高齢・消防）

データ
連携基盤

食料品小売 研究機関

利用者

1. 「もしも」の時の情報伝達
万が一の時は、既往歴や処方薬
の情報を救急隊や搬送先の病院
が取得できる

2. 最小限の検査で適切な治療
地域共通健康カルテにより、不
要な検査をなくす

3. 切れ目のない医療福祉
治療内容や経過、リハビリの状
況等を病院と介護施設に提供し、
空白地帯のないサービスを享受

入院・治療・退院・介護

食品購買履歴

病院受診履歴

運動情報…

介護事業者

『生活・医療・介護の情報をもとに健康な生活を』

つくば市が抱える問題

➢ 高齢者の病気療養や要介護の期間が長い。（平均寿命

と健康寿命とのかい離）

➢ 医療と介護の分断によるサービスの空白地帯が存在し

ている。

目指す未来と取組内容

➢ 運動や食料品購買履歴などの生活習慣情報や健康診断結
果などの医療情報を本人の希望で事業者等に共有化でき
る仕組みの構築

➢ 各事業者は、共有されたデータを活用して、健康増進・
生活支援・医療・介護等の個別サービスを提供し、救急
搬送時にも活用

医療情報や生活習慣情報活用による健康寿命延伸・
救急医療高度化

規制の特例措置

◼ 診療情報等の開示方法（紙、電子デー

タなど）は、医療機関の管理者が指定

できることになっている。

◼ 個人情報の開示についても書面交付が

基本で、例外も請求者の同意の下、取

扱事業者が決定することになっている。

◼ 個人の希望により電子データでの開示

をできるようにする必要がある。

①スマートフォンアプリを通じた医師への医療相談による医療トリアージ
②（自宅療養の場合）医師に推奨された市販薬をドローンや自動配送ロボット等を
活用して自動配達

③看護師等の付き添いで質の高い遠隔診療を実現

薬局

ドラッグストア

利用者 夜間受診重症疾患

かかりつ
け医受診

中症疾患

自宅療養軽症疾患遠
隔
医
療
相
談
ア
プ
リ

③看護師による 状態観察・処置

①
医
師
へ
の
医
療
相
談

②市販薬の自動配達

かかりつけ医

夜間当直医

急な体調不良の連絡／

オンライン診療

ドローン等

配送事業者

オンライン診療医／

往診実施医師

◀オンライン医療相
談と市販薬の自
動配送を通じて
セルフメディ
ケーションをす
るイメージ

『いつでもどこからでも医療と安心を』

つくば市が抱える問題

➢ 自宅から病院が遠く、高齢だが自分で運転して行かな

くてはならない。

➢ 感染症予防の観点から、病院を受診しづらい。

目指す未来と取組内容

➢ スマートフォン等で医師に医療相談、市販医薬品の購入、

医療機関の受診を簡便に行える仕組みの構築

➢ 看護師等の医療従事者が患者に付き添うことで、質の高い

遠隔診療を推進

規制の特例措置

◼ ドローン配送の社会実装には、ドローン

の目視外での飛行や道路の上空の飛行の

ために手続きの簡略化などが必要になる。

◼ 自動配送ロボットの無人走行を可能にす

る交通ルールやロボットの安全性の確保

が必要になる。

遠隔医療の推進



乗りたい時に行きたい場所まで
自由に移動

自動運転車によるオンデマンド乗合サービス

高齢者や障がい者などの移動をサポートする

パーソナルモビリティの
シェアリング

データ連携基盤

人流 交通流 位置情報 環境情報 バイタル情報
（血圧・脈拍など）

つくばMaaS
（ポータルアプリ機能）

多様なデータと連携することで、最適な配車、安全な自動運転、利便性の高いサービスを提供

停留所なし

時刻表なし

需要に応じて料金が変動
ダイナミック・プライシング

【画像提供】NTTドコモ株式会社、CYBERDYNE株式会社、
関彰商事株式会社、筑波大学

つくば市が抱える問題

➢ 公共交通で市内移動をするのが不便
• 自家用車がないと、買い物や通院など日常生活を送

りづらい。
➢ 高齢者、障がい者を支える移動手段が不足

• ひきこもりがちになり社会参加が低下し、送迎など家
族の負担や交通事故が増加している。

目指す未来と取組内容

➢ 自動運転車によるオンデマンド乗合サービス
• 希望の乗降場所、時間等に応じて乗降できる自動運

転車による乗合サービス
➢ パーソナルモビリティのシェアリング

• 一人乗りのコンパクトな車両を用いた新たな近距離移
動サービス

『必要なとき、必要な場所へあらゆる移動手段を』

規制の特例措置
◼ 乗合バス事業者の運行計画及び運賃等

は国土交通大臣の許可が必要なため、
ダイナミック・プライシングの運用の
ため申請要件等の緩和が必要になる。

◼ パーソナルモビリティ（電動車いす除
く）は車両扱いになるものが多く、歩道
走行が認められていないため、公動走行
を可能にする特例措置が必要になる。

携帯の移動データ、バス乗降データ等から交通需要を
把握し交通ネットワークを最適化

移動データ、バス乗降データ 交通ネットワーク
最適化

AI

交通ネットワーク最適化とパーソナルモビティ
導入・自動運転車のオンデマンド配車

ドローン配送

中山間地域等の過疎地

⚫生活必需品の配送
⚫医薬品等の配送
⚫災害時の緊急物資輸送

必要な時に欲しいものが届くという先進的な買い物体験

自動配送ロボット

郊外のベッドタウン

自動飛行で配送し帰還

完全無人で荷物配送

⚫食料品や日用品の配送
⚫非接触による配送

つくば市が抱える問題

➢ 郊外の買い物が困難（特に移動が困難な住民）

• 近くにお店がない。

• 重い荷物を運ぶのが大変。

• 欲しい時にすぐ荷物が届かない。

目指す未来と取組内容

➢ 自動運転ロボットを活用した食料品・日用品等の自動

配送サービス

➢ ドローンを活用した医薬品の輸送や災害時の緊急物資

の輸送

『どこに住んでいても様々な商品が届く生活を』

自動配送ロボットやドローンによる買い物の利便性
の向上

規制の特例措置

◼ ドローン配送の社会実装には、ドロー

ンの目視外での飛行や道路の上空の飛

行のために手続きの簡略化などが必要

になる。

◼ 自動配送ロボットの無人走行を可能に

する交通ルールやロボットの安全性の

確保が必要になる。


